
連結 （単位：円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 42,196,797,160 固定負債 13,957,136,989

有形固定資産 37,877,586,234 地方債等 7,946,327,127
事業用資産 13,648,998,528 長期未払金 -

土地 4,864,796,422 退職手当引当金 796,615,315
立木竹 121,249,220 損失補償等引当金 2,459,000
建物 21,237,194,769 その他 5,211,735,547
建物減価償却累計額 △ 13,416,874,791 流動負債 1,151,951,147
工作物 447,618,019 1年内償還予定地方債等 994,949,927
工作物減価償却累計額 △ 251,999,486 未払金 3,675,696
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 69,301,442
航空機 - 預り金 32,353,681
航空機減価償却累計額 - その他 51,670,401
その他 - 15,109,088,136
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 647,014,375 固定資産等形成分 43,570,922,620

インフラ資産 22,126,246,135 余剰分（不足分） △ 12,947,657,591
土地 4,131,612,218 他団体出資等分 -
建物 4,377,358,856
建物減価償却累計額 △ 2,290,478,789
工作物 25,015,211,735
工作物減価償却累計額 △ 9,455,787,182
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 348,329,297

物品 4,575,509,130
物品減価償却累計額 △ 2,473,167,559

無形固定資産 105,249,375
ソフトウェア 101,463,775
その他 3,785,600

投資その他の資産 4,213,961,551
投資及び出資金 99,046,107

有価証券 62,587,107
出資金 36,459,000
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 47,308,956
長期貸付金 74,560,000
基金 3,996,679,059

減債基金 68,932,000
その他 3,927,747,059

その他 -
徴収不能引当金 △ 3,632,571

流動資産 3,535,556,005
現金預金 1,530,046,149
未収金 49,467,974
短期貸付金 -
基金 1,950,046,405

財政調整基金 1,384,388,522
減債基金 565,657,883

棚卸資産 6,337,424
その他 -
徴収不能引当金 △ 341,947

繰延資産 - 30,623,265,029
45,732,353,165 45,732,353,165資産合計 負債及び純資産合計

【様式第1号】
連結貸借対照表

科目 科目

（令和 5年 3月31日現在）

純資産合計

負債合計



連結 （単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

13,284,451

10,780,591

10,169,990,056

10,016,607,621

2,503,860

166,666,886

28,348,930

59,837,375

-

-

78,480,581

122,894,428

216,168,978

74,232,643

3,719,918

138,216,417

6,365,619,932

5,538,123,787

754,719,236

-

72,776,909

921,654,538

798,760,110

-

10,938,262,159

4,572,642,227

1,194,582,946

913,699,558

69,274,776

6,290,322

205,318,290

3,161,890,303

1,342,147,840

252,718,548

1,567,023,915

【様式第２号】

連結行政コスト計算書
自　令和 4年 4月 1日

至　令和 5年 3月31日

科目 金額



連結 （単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 43,464,342,144 △ 12,846,318,905 -

純行政コスト（△） △ 10,169,990,056 -

財源 10,048,631,334 -

税収等 5,585,554,113 -

国県等補助金 4,463,077,221 -

本年度差額 △ 121,358,722 -

固定資産等の変動（内部変動） 72,600,745 △ 72,600,745

有形固定資産等の増加 2,220,869,921 △ 2,220,869,921

有形固定資産等の減少 △ 1,968,332,017 1,968,332,017

貸付金・基金等の増加 488,125,696 △ 488,125,696

貸付金・基金等の減少 △ 668,062,855 668,062,855

資産評価差額 219,255

無償所管換等 30,672,785

他団体出資等分の増加 -

他団体出資等分の減少 -

比例連結割合変更に伴う差額 3,087,691 2,141,872  

その他 - 90,478,909

本年度純資産変動額 106,580,476 △ 101,338,686 -

本年度末純資産残高 43,570,922,620 △ 12,947,657,591 -

-

90,478,909

5,241,790

30,623,265,029

219,255

30,672,785

-

5,229,563

連結純資産変動計算書
自　令和 4年 4月 1日

至　令和 5年 3月31日

【様式第３号】

△ 121,358,722

科目 合計

30,618,023,239

△ 10,169,990,056

10,048,631,334

5,585,554,113

4,463,077,221



【様式第4号】

連結 （単位：円）

【業務活動収支】

業務支出 9,362,571,661

業務費用支出 2,996,951,729

人件費支出 1,179,724,339

物件費等支出 1,605,768,711

支払利息支出 74,232,643

その他の支出 137,226,036

移転費用支出 6,365,619,932

補助金等支出 5,538,123,787

社会保障給付支出 754,719,236

他会計への繰出支出 -

その他の支出 72,776,909

業務収入 10,537,584,059

税収等収入 5,589,983,646

国県等補助金収入 4,057,566,661

使用料及び手数料収入 767,157,634

その他の収入 122,876,118

臨時支出 29,736,362

災害復旧事業費支出 28,348,930

その他の支出 1,387,432

臨時収入 2,291,860

業務活動収支 1,147,567,896

【投資活動収支】

投資活動支出 2,349,821,668

公共施設等整備費支出 1,855,728,845

基金積立金支出 443,660,823

投資及び出資金支出 -

貸付金支出 50,432,000

その他の支出 -

投資活動収入 923,584,982

国県等補助金収入 262,352,748

基金取崩収入 600,451,643

貸付金元金回収収入 50,000,000

資産売却収入 10,780,591

その他の収入 -

投資活動収支 △ 1,426,236,686

【財務活動収支】

財務活動支出 1,015,388,910

地方債等償還支出 960,775,666

その他の支出 54,613,244

財務活動収入 1,358,400,000

地方債等発行収入 1,358,400,000

その他の収入 -

財務活動収支 343,011,090

64,342,300

1,431,188,064

比例連結割合変更に伴う差額 2,162,104

1,497,692,468

前年度末歳計外現金残高 84,651,083

本年度歳計外現金増減額 △ 52,297,444

比例連結割合変更に伴う差額 42

本年度末歳計外現金残高 32,353,681

本年度末現金預金残高 1,530,046,149

前年度末資金残高

本年度末資金残高

連結資金収支計算書
自　令和 4年 4月 1日

至　令和 5年 3月31日

科目 金額

本年度資金収支額



連結財務書類における注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有形固定資産 ･･･････････････････････････取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

   ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

   イ 昭和60年度以降に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの･･･････････････取得原価 

    取得原価が不明なもの･････････････････････再調達原価 

    ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

  ② 無形固定資産･････････････････････････････取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    取得原価が判明しているもの･･･････････････取得原価 

    取得原価が不明なもの･････････････････････再調達原価 

   なお、地方公営企業会計基準を適用している会計は、原則、取得原価となります。 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

  ① 満期保有目的以外の有価証券 

  ア 市場価格のあるもの･････････････････････会計年度末における市場価格 

   イ 市場価格のないもの･････････････････････取得原価 

  ② 出資金・出捐金（市場価格のないもの）･････出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  ① 貯蔵品･･･････････････････････････････････最終仕入原価法 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除きます。）････定額法 

  ② 無形固定資産（リース資産を除きます。）････定額法 

  ③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    ･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 徴収不能引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による徴収不能見込額を計上してい

ます。 

  ② 退職手当引当金 



   職員の退職手当の支給に備えるため、会計年度末の退職手当の要支給額に相当する金額を計

上しています。 

③ 損失補償等引当金 

   履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

  ④ 賞与等引当金 

    職員に対する期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支払に備えるため、翌

年度支給見込額のうち本年度の負担すべき金額を計上しています。 

 

（４）リース取引の処理方法 

  ① ファイナンス・リース取引 

    通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  ② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（５）連結資金収支計算書における資金の範囲 

  現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（佐々町資金管理方針において、歳計現金等の

保管方法として規定した預金等をいいます。）を計上しています。 

  なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを 

 含んでいます。 

 

（６）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

  ① 消費税等の会計処理 

    税込方式によっています。 

    ただし、水道事業、公共下水道事業については、税抜方式によっています。 

 

２ 重要な会計方針の変更 

 重要な会計方針の変更はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

 該当ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

団体（会計名） 確定債務額 

履行すべき額が確定していない 

損失補償債務等 

総額 

損失補償等引当金 

計上額 

貸借対照表 

未計上額 

長崎県林業公社 － 2,459 千円 0 千円 2,459 千円 

 

５ 追加情報 

（１）連結対象団体（会計） 

団体名 区分 連結の方法 経費負担割合 

出資割合 

長崎県市町村総合事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 - 

 退職手当事業 1.14% 

 消防補償等事業 1.50% 

 非常勤公務災害補償等事業 2.65% 

 公立学医等公務災害事業 5.26% 

 市町村会館管理事業 5.56% 

 市町村会館馬町別館管理事業 5.56% 

 公平委員会事業 0.00% 

 行政不服審査会事業 5.26% 

 交通災害共済事業 4.57% 

長崎県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 - 

 一般会計 1.30% 

 後期高齢者医療特別会計 0.80% 

 連結方法は次のとおりです。 

  ① 町の一般会計と全ての特別会計は、すべて全部連結の対象としています。（全体財務書類） 

② 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としており

ます。 

 

（２）出納整理期間 

  地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間中

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間が設けられていない団体（会計）と出納整理期間が設けられている団体（会

計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものと

して調整しています。 

 



（３）財務書類の表示単位 

  千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 



【様式第５号】

附属明細書（連結）
１．貸借対照表の内容に関する明細

　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。

（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：円）

37,877,586,234合計 64,134,665,959 1,631,228,082 65,765,894,041 27,888,307,807 1,385,784,303 0 0

348,329,297

 物品 4,466,284,644 109,224,486 4,575,509,130 2,473,167,559 273,836,958 0 0 2,102,341,571

　　建設仮勘定 528,813,211 △180,483,914 348,329,297 0 0 0 0

15,559,424,553

　　その他 0 0 0 0 0 0 0 0

　　工作物 24,083,977,044 931,234,691 25,015,211,735 9,455,787,182 611,417,000 0 0

4,131,612,218

　　建物 4,381,157,496 △3,798,640 4,377,358,856 2,290,478,789 132,766,358 0 0 2,086,880,067

　　土地 4,099,205,919 32,406,299 4,131,612,218 0 0 0 0

647,014,375

 インフラ資産 33,093,153,670 779,358,436 33,872,512,106 11,746,265,971 744,183,358 0 0 22,126,246,135

　　建設仮勘定 170,149,950 476,864,425 647,014,375 0 0 0 0

0

　　その他 0 0 0 0 0 0 0 0

　　航空機 0 0 0 0 0 0 0

0

　　浮標等 0 0 0 0 0 0 0 0

　　船舶 0 0 0 0 0 0 0

7,820,319,978

　　工作物 434,216,719 13,401,300 447,618,019 251,999,486 25,351,627 0 0 195,618,533

　　建物 20,991,458,183 245,736,586 21,237,194,769 13,416,874,791 342,412,360 0 0

4,864,796,422

　　立木竹 121,249,220 0 121,249,220 0 0 0 0 121,249,220

　　土地 4,858,153,573 6,642,849 4,864,796,422 0 0 0 0

本年度償却額
（E)

本年度末
減損損失累計額

（F)
本年度減損額

（G)

差引本年度末残高
（C)－（D)

（H)
 事業用資産 26,575,227,645 742,645,160 27,317,872,805 13,668,874,277

区分 前年度末残高
（A）

本年度増減額
（B）

本年度末残高
（A)＋（B)

（C）

本年度末
減価償却累計額

（D)
367,763,987 0 0 13,648,998,528


